

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































単位：損益 (千円) ，損益率 (％)
2007年９月 
519 
 
1,339 
1.8 
 
4.4 
60.7
2005年３月 
2,469 
 
3,089 
11.2 
 
13.6 
55.1
2004年９月 
1,995 
 
2,481 
8.4 
 
10.2 
58.0
2002年３月 
2,812 
 
3,449 
12.2 
 
14.6 
55.5
1999年３月 
-1,159 
 
744 
-5.6 
 
3.3 
69.0
損益 
（補助金を含まない） 
（補助金を含む） 
損益率 
（補助金を含まない） 
（補助金を含む） 
給与費比率 
る可能性のある経営に取り組む姿が明らかになっている。
施設を運営するうえで収益が確保できなければ，たとえどんなに良い仕事であっても継続できな
い。また，事業者は，利用者に選ばれるサービスをつねに提供していくために，経営努力を行い適
正な収益を確保することが必要であることは当然である。だがそれが，介護保険という枠組みのも
とで，介護職員の雇用環境や労働条件の悪化に支えられるものであるならば，その仕組みを見直す
ことが必要になる。
現状では，社会福祉法人は，介護報酬の仕組みのもとで付加価値額を高める経営努力を行い，人
件費の抑制をはじめとする経費の圧縮によって，安定した収益を確保するという施設運営を展開し
ている。だが，すでに論じたように，こうした施設運営の在り様が，介護職員の雇用環境や労働条
件の悪化につながる可能性を指摘できる。また，介護保険制度の改正によって介護報酬が引き下げ
られれば，事業者は収入の減少を補うために，それまで以上に人件費の抑制をはじめとするコスト
管理に取り組むことが予想される。それが介護職員の雇用環境や労働条件のさらなる悪化につなが
る可能性は，論を待たないところである。
わが国では，介護分野における人材不足がすでに現実の問題となっており，その対策は焦眉の課
題となっている。2008年に経済連携協定（EPA）が締結したことで，インドネシアやフィリピン
から介護福祉士の資格取得を目指す外国人労働者の受け入れも始まった。介護人材の裾野を拡げる
ことが求められるわが国では，外国人労働者の受け入れという選択肢にくわえ，介護職員の処遇の
改善を図り，安定的な雇用の確保に結び付けることが重要な課題となっている。そのためには，介
護職員の雇用環境や労働条件の悪化に支えられるサービス供給の仕組みを見直し，健全かつ安定し
た社会福祉法人の施設運営と，介護職員が安心して働ける雇用環境や労働条件が両立しうる施設運
営上のインセンティブが働くよう，介護サービス供給の仕組みを設計することが必要であることを
示唆できる。
最後に今後の課題について，述べておきたい。本稿では，社会福祉法人がサービス提供主体の大
部分を占める特別養護老人ホームを運営する社会福祉法人に焦点を当てて論じてきた。だが，居宅
サービス分野では，NPO法人や民間企業など多様な経営主体が参入している。多様な経営主体の参
入が，介護職員の雇用環境や労働条件にどのような影響を与えるかを検討することも今後の重要な
課題である。また，事業所内での雇用管理の取り組みの状況をはじめとする，介護職員を取りまく
様々な要因を分析し，介護職員の雇用の安定化や処遇の改善等を図るための施策を検討することも
必要である。これらの点について，さらに検討を積み重ねていくことを課題としたい。
（みやもと・きょうこ　神戸大学大学院経済学研究科博士課程後期課程）
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